
１．固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産)

建 物 16¶057¶320¶998 404¶713¶685 0 16¶462¶034¶683 4¶465¶420¶989 819¶723¶887 0 0 0 11¶996¶613¶694 ※注

構 築 物 408¶058¶236 7¶280¶751 679¶423 414¶659¶564 231¶021¶600 31¶802¶013 0 0 0 183¶637¶964

工具器具備品 543¶515¶253 0 124¶643¶750 418¶871¶503 398¶353¶812 12¶256¶856 0 0 0 20¶517¶691

計 17¶008¶894¶487 411¶994¶436 125¶323¶173 17¶295¶565¶750 5¶094¶796¶401 863¶782¶756 0 0 0 12¶200¶769¶349

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外)

建 物 453¶902¶758 97¶399¶081 0 551¶301¶839 78¶016¶012 40¶749¶608 0 0 0 473¶285¶827

構 築 物 23¶059¶298 103¶252 0 23¶162¶550 3¶271¶017 1¶600¶755 0 0 0 19¶891¶533

機 械 装 置 172¶725¶000 0 0 172¶725¶000 44¶620¶625 17¶272¶500 0 0 0 128¶104¶375

工具器具備品 8¶106¶051¶247 1¶882¶571¶703 1¶001¶726¶039 8¶986¶896¶911 4¶846¶069¶613 1¶784¶882¶919 0 0 0 4¶140¶827¶298

車 両 運 搬 具 12¶508¶152 0 0 12¶508¶152 11¶154¶333 697¶567 0 0 0 1¶353¶819

図 書 824¶623¶073 27¶513¶755 8¶982¶188 843¶154¶640 0 0 0 0 0 843¶154¶640

計 9¶592¶869¶528 2¶007¶587¶791 1¶010¶708¶227 10¶589¶749¶092 4¶983¶131¶600 1¶845¶203¶349 0 0 0 5¶606¶617¶492
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注 記
（重要な会計方針）
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
期間進行基準を採用しております。
なお、退職一時金については費用進行基準を、また、「特別教育研究経費」「特殊要因経費」に充当
される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基
準を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は
以下のとおりであります。
建 物 ８～47年
構 築 物 10～50年
工具器具備品 ４～15年
車両運搬具 ４～６年
受託研究収入によって購入した固定資産については、研究期間で減価償却しております。
また、特定の償却資産（国立大学法人基準第83）の減価償却相当額については、損益外減価償
却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

３．退職給付引当金及び見積額の計上基準
退職給付引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への退職一時金
の支払いに備えるため、当該教職員に対する退職一時金支給見込額のうち、当事業年度に帰属する
額を計上しております。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第84第
４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
４．賞与引当金及び見積額の計上基準
賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上し
ておりません。なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当
事業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。
５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準 低価法
評価方法 移動平均法
ただし、重要性に乏しいたな卸資産については、評価方法は最終仕入原価法によっております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
新発10年国債の平成21年３月末利回りを参考に1•340％で計算しております。

８．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。
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